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次期国民健康保険運営方針骨子 

● 策定の基本的な考え方 

 ・納付金の激変緩和措置の期間が６年間であることから、次期運営方針の策定は、現

行方針の「中間見直し」と位置付ける。 

 ・国保が都道府県単位化されたことを踏まえ、県は市町村とともに保険税水準の統一

に向けた議論を行ってきた。次期運営方針ではこれまでの議論を踏まえ、保険税水準

の統一に向けた取組などについて、新たに盛り込む。 

 ・その他、法令改正や現行方針に基づく取組の実施状況を踏まえ、必要に応じて記載

の見直しを行う。 
 

● 章・項目構成の変更 

 ・現行方針の「３ 市町村ごとの納付金の算定方法」と「４ 市町村ごとの標準保険

税の算定方法」の章を統合し、以後の章番号を繰り上げる。 

 ・統合した新章の下に置く項目を整理するとともに、保険税水準の統一についての項

目を設ける。 

 

【章・項目構成】 

         （現行方針）                （次期方針） 

 

 

 

 

 

 

● 各章の主な変更点 

 １ 基本的事項                          

  ・「策定の目的」に、市町村ごとに異なる保険税水準の統一に向けて、課題の整理、

必要な取組を進める旨の記述を追加する。 

  ・「対象期間」は、令和３年４月１日から令和６年３月３１日までとする。 
 

 ２ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し        

  ・赤字解消の目標年次については、次章で規定する収納率格差以外の保険税水準統

一の目標年度までで設定することを原則とする。 
 

３ 市町村ごとの納付金の算定方法 

４ 市町村ごとの標準保険税の算定方法 

３ 市町村ごとの納付金及び標準保険

税率の算定方法 

・保険税水準の統一について 
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 ３ 市町村ごとの納付金及び標準保険税率の算定方法              

  ・保険税水準の統一の定義について、原則として同じ世帯構成、所得であれば同じ

保険税となることと規定する。 

  ・保険税水準の統一は、段階的に進めることとする。 

    ①市町村ごとの納付金額を算定する上での基準を統一 

     目標年度：令和６年度 

    ②収納率格差以外の項目を統一 

     目標年度：令和９年度の実現に向けて課題解決に取り組む 

    ③完全統一 

     目標年度：収納率格差が一定程度まで縮小された時点 

  ・保険税水準の統一に向けた納付金の算定方法の変更について規定する。 

  ・保険税水準の統一に向けて、保険税の賦課方式が全ての市町村で２方式となるこ

とを目指す。 

  ・保険税水準の統一に向けて、保険税の賦課限度額が全ての市町村で賦課年度の法

定限度額となることを目指す。 
 

 ４ 市町村における保険税の徴収の適正な実施            

  ・現行方針での目標達成状況を踏まえ、収納率の目標は現行方針と同じとする。 
 

 ５ 市町村における保険給付の適正な実施              

  ・第三者求償案件の発見を目的とした取組の目標について、現行方針での目標達成

状況を踏まえ、目標設定の見直しを行う。 
 

 ６ 医療費の適正化の取組                     

  ・適正受診・適正服薬を促す取組について、全市町村が対象者への通知や訪問・指

導に取り組むことを目標とする。 

  ・保険税水準の統一に向けて、保健事業の統一についても目指すべき課題と位置付

け、課題を整理していく。 
 

 ７ 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営           

  ・被保険者証と高齢受給者証の一体化について、令和５年度までに全市町村で一体

化の完了を目指す。 

  ・オンライン資格確認の導入、市町村事務処理標準システムの導入の推進について

の記述を追加する。 
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 ８ 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携     

  ・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施についての項目を追加する。 
 

 ９ 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整等     

  ・特に変更点はない。 
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（章・項目構成） 

 

 

 

 

３ 市町村ごとの納付金及び標準保険

税率の算定方法 

 

（１） 現状 

（２） 保険税水準の統一について 

（３） 納付金の算定方法 

（４） 激変緩和措置 

（５） 標準保険税率の算定方法 

統合 
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